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○中津市日中一時支援事業実施要綱（抄） 

平成18年９月28日中津市告示第282号 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成17年法律第123号）第４条第１項に規定する「障害者」をいう。）及び障害児（同条第２項に規

定する「障害児」をいう。）（以下「障害者等」と総称する。）の日中における活動の場を提供

すること等により、障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に介護している家族の一時

的な負担軽減を図ることを目的とする。 

（申請及び決定） 

第５条 事業を利用しようとする障害者等（以下「申請者」という。）は、中津市日中一時支援事

業利用申請書（様式第１号）を社会福祉課長に提出するものとする。 

２ 社会福祉課長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、事業の利用の可否を決

定し、中津市日中一時支援事業利用決定（却下）通知書（様式第２号）により申請者に通知する

ものとする。 

（利用決定の変更） 

第６条 前条の規定は、同条第２項の規定により決定された事項の変更を行う場合について準用す

る。 

（費用の負担） 

第９条 利用者は、事業の利用に要する経費として市長が別に定める額の１割に相当する額を負担

するものとする。ただし、同一の月において負担する費用の額の合計額が障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10号）第17条各号に定める額を

超えるときは、その超える額について負担を要しないものとする。 
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〇障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令 

（指定障害福祉サービス等に係る負担上限月額） 

第十七条 法第二十九条第三項第二号に規定する当該支給決定障害者等の家計の負担能力その他の

事情をしん酌して政令で定める額（第四十三条の五第三項及び第五項において「負担上限月額」

という。）は、次の各号に掲げる支給決定障害者等の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 次号から第四号までに掲げる者以外の者 三万七千二百円 

二 支給決定障害者等（共同生活援助に係る支給決定を受けた者及び自立訓練又は就労移行支援

に係る支給決定を受けた者（厚生労働大臣が定める者に限る。）を除く。以下この号及び次号並

びに第十九条第二号ロ及びハにおいて同じ。）であって、次に掲げる者に該当するもの（第四号

に掲げる者を除く。） 九千三百円 

イ 指定障害者支援施設等（法第三十四条第一項に規定する指定障害者支援施設等をいう。以

下同じ。）に入所する者（二十歳未満の者に限る。）及び療養介護に係る支給決定を受けた者

（二十歳未満の者に限る。）であって、当該支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同

一の世帯に属する者について指定障害福祉サービス等（法第二十九条第一項に規定する指定

障害福祉サービス等をいう。以下同じ。）のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス等

のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和二十五年法

律第二百二十六号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同

じ。）の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割（同法第三百二十八条の規定によっ

て課する所得割を除く。以下同じ。）の額（同法附則第五条の四第六項その他の厚生労働省令

で定める規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。以

下同じ。）を合算した額が二十八万円未満であるもの 

ロ 指定障害者支援施設等に入所する者及び療養介護に係る支給決定を受けた者以外の者（法

第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者に限る。）であって、当

該支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属するその配偶者について指

定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス等のあった月が四月

から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税の同法第二

百九十二条第一項第二号に掲げる所得割の額を合算した額が十六万円未満であるもの 

三 支給決定障害者等のうち、指定障害者支援施設等に入所する者及び療養介護に係る支給決定

を受けた者以外のもの（法第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害

児の保護者に限る。）であって、当該支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯

に属する者について指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス

等のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町

村民税の同法第二百九十二条第一項第二号に掲げる所得割の額を合算した額が二十八万円未満

であるもの（前号及び次号に掲げる者を除く。） 四千六百円 

四 支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者（支給決定障害者等（法

第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者に限り、指定障害者支援

施設等に入所する者（二十歳未満の者に限る。）及び療養介護に係る支給決定を受けた者（二十

歳未満の者に限る。）を除く。以下「特定支給決定障害者」という。）にあっては、その配偶者

に限る。）が指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス等のあっ

た月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同

法第三百二十八条の規定によって課する所得割を除く。以下この号、第十九条第二号ニ、第三

十五条第三号、第四十二条の四第一項第二号及び第四十三条の三第二号において同じ。）を課さ

れない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むものとし、

当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合にお

ける当該支給決定障害者等又は支給決定障害者等及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属
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する者が指定障害福祉サービス等のあった月において被保護者（生活保護法（昭和二十五年法

律第百四十四号）第六条第一項に規定する被保護者をいう。以下同じ。）若しくは要保護者（同

条第二項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）である者であって厚生労働省令で定めるもの

に該当する場合における当該支給決定障害者等 零 

 

（補装具費に係る負担上限月額） 

第四十三条の三 法第七十六条第二項に規定する当該補装具費支給対象障害者等の家計の負担能力

その他の事情をしん酌して政令で定める額は、次の各号に掲げる補装具費支給対象障害者等（同

条第一項に規定する補装具費支給対象障害者等をいう。以下この条及び第四十三条の五第一項第

二号において同じ。）の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 次号に掲げる者以外の者 三万七千二百円 

二 市町村民税世帯非課税者（補装具費支給対象障害者等及び当該補装具費支給対象障害者等と

同一の世帯に属する者（補装具費支給対象障害者等（法第七十六条第一項の申請に係る障害者

に限る。）にあっては、その配偶者に限る。）が補装具の購入又は修理のあった月の属する年度

（補装具の購入又は修理のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方

税法の規定による市町村民税を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村

民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所

を有しない者を除く。）である場合における当該補装具費支給対象障害者等をいう。）又は補装

具費支給対象障害者等及び当該補装具費支給対象障害者等と同一の世帯に属する者が補装具の

購入若しくは修理のあった月において被保護者若しくは要保護者である者であって厚生労働省

令で定めるものに該当する場合における当該補装具費支給対象障害者等 零 
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○中津市福祉に関する事務所の長への事務委任規則（抄） 

平成14年３月19日中津市規則第16号 

（目的） 

第１条 この規則は、法令の定めるところにより、市長の権限に属する事務の一部を社会福祉課長、

子育て支援課長及び介護長寿課長に委任することによって、行政の円滑かつ能率的な運営を図る

ことを目的とする。 

（社会福祉課長への委任事務） 

第２条 市長は、その権限に属する次に掲げる事項を社会福祉課長に委任するものとする。 

 （１）～（５） 略 

 (６) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。

以下この号において「法」という。）に関する次に掲げる事務 

ア 法第19条から第25条までに規定する介護給付費等の支給決定に関すること。 

イ 法第29条から第31条までに規定する介護給付費等の支給に関すること。 

ウ 法第34条から第35条までに規定する特定障害者特定給付費等の支給に関すること。 

エ 法第51条の５から第51条の10まで及び法第51条の13から第51条の18までに規定する地域相

談支援給付費等の支給に関すること。 

オ 法第52条から第58条までに規定する自立支援医療費（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10号）第１条の２第１号に規定する育成

医療及び同条第２号に規定する更生医療に係る自立支援医療費に限る。）の支給に関するこ

と。 

カ 法第76条第１項に規定する補装具費の支給に関すること。 

キ 法第76条の２に規定する高額障害福祉サービス等給付費の支給に関すること。 

ク 法第77条第１項及び第３項に規定する地域生活支援事業として行う事業の事務に関するこ

と。 
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